
お知らせ 

嵐山町発注工事等受注者の皆様へ 

 

嵐山町発注工事の下請契約における社会保険等未加入対策について 

 

 

平 成 ３ １ 年 ４ 月 １ 日 

１ 内容 

（１） 嵐山町発注建設工事を契約する受注者（元請業者）と社会保険等（健康保険、

厚生年金保険、雇用保険）未加入建設業者との一次下請契約を原則禁止しま

す。 

（２） 受注者は、社会保険等未加入建設業者であっても工事の施工が困難となる場

合、または、その他の特別な事情があると発注者が認める場合は、下請契約

をすることが認められます。ただし、発注者の特定する期間内に、当該社会

保険等未加入建設業者が社会保険等に加入する必要があります。 

（３） 一次下請業者が社会保険等に未加入の場合は、受注者に対して、以下の措置

を行う場合があります。 

① 入札参加停止 

   ※「一次下請業者」は建設業許可業者のみ対象としますが、建設業許可業者であ

っても、社会保険等への加入が適用除外の者は対象外とします。 

 

 ○嵐山町建設工事請負契約約款に以下の条項を追加 

（受注者の契約の相手方となる下請負人の健康保険等加入義務等） 

第７条の３ 受注者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法（昭和 24 年法律第

100 号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社会保険等未加

入建設業者」という。）を下請契約（受注者が直接締結する下請契約に限る。以下この条において同じ。）

の相手方としてはならない。 

（1）健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 

 （2）厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 

 （3）雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、当該建設業者と下請契約を締結しなければ工事の施工が困難となる場

合その他の特別の事情があると発注者が認める場合は、社会保険等未加入建設業者を下請契約の相手方とする

ことができる。この場合において、受注者は、発注者の指定する期間内に、当該社会保険等未加入建設業者が

前項各号に掲げる届出の義務を履行し、当該事実を確認することのできる書類を発注者に提出しなければなら

ない。 

２ 実施時期 

 平成３１年４月１日以降に公告及び指名通知を行う工事から適用します。 


